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公共工事等における新技術活用システム（NETIS）における 

平成２５年度新技術活用状況等について 
～平成２６年度推奨技術等の選定結果について～ 

 

 

国土交通省では、民間企業等により開発された有用な新技術の活用促進を図るため「公

共工事等における新技術活用システム（NETIS）」を運用しています。この度、平成 25 年度

の新技術活用実績等についてとりまとめましたので、お知らせします。 

 

１．新技術活用、評価の促進 

国土交通省では、総合評価落札方式における施工者による新技術を活用した技術提案の

積極的な評価等を通じ、新技術の活用促進に取り組んでおり、新技術活用件数、活用率（※）

とも、平成 16 年度以降の統計で最大(17,761 技術、41.4%)となりました（別紙 1参照）。 

また、平成 25 年度は、「現場ニーズに基づく新たな技術の公募」によりインフラの点検・

診断に活用できる技術等について 40 件の現場試行を実施するとともに、「工事成績評定に

おける未評価技術活用の評価」等の取組を通じ新たに 229 の未評価技術の評価を行うこと

で、新たな技術の掘り起し・活用評価の促進を図りました。 

※新技術活用率：新技術を活用した工事件数を総工事件数で除したもの 

 

２．推奨技術、準推奨技術の選定 

評価を行った新技術の内、公共工事等における幅広い活用や飛躍的な改善効果が期待で

きる画期的な技術を、有識者会議（新技術活用システム検討会議）において「推奨技術」

「準推奨技術」として選定しています（別紙 2 参照）。この度、平成 26 年度推奨技術として 11

技術、準推奨技術として 18 技術を選定しました（次頁および別紙 3、別紙 4 参照）。推奨技術・準

推奨技術の合計数は 68 技術と、昨年度までの 40 技術に比べ大幅に増加しています（別紙 5

参照）。 

 

 

＜問い合わせ先＞ 
○国土交通省大臣官房技術調査課  課長補佐 林 利行 

代表： 03-5253-8111（内線 22343）、直通：03-5253-8125、fax：03-5253-1536

国土交通省大臣官房公共事業調査室 係長 吉井 洋紀 

代表： 03-5253-8111（内線 24296）、直通：03-5253-8258、fax：03-5253-1560

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課 専門官 城澤 道正 

代表： 03-5253-8111（内線 23514）、直通：03-5253-8238、fax：03-5253-1544

国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 課長補佐 鹿毛 英樹 

代表： 03-5253-8111（内線 24953）、直通：03-5253-8286、fax：03-5253-1556
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＜「推奨技術」・「準推奨技術」の年度ごとの選定数＞ 
   H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H26 年度

11 技術推奨技術 0 技術 0 技術 1 技術 1 技術 4 技術 4 技術 

準推奨技術(推奨技術

候補) 
18 技術2 技術 4 技術 7 技術 6 技術 4 技術 15 技術 

※選定が取り消された技術、準推奨技術に選定後推奨技術へ再度選定された技術等があるため、上記

の合計と推奨・準推奨技術数の合計は一致しません。 
 

■ 平成 26 年度推奨技術（新技術活用システム検討会議(国土交通省)） 
・ラク２タラップ 
（副題）ステップ一枚の傾斜角度を合わせるだけで、タラップ全体のステップが

一同に、合わさる新昇降機材  
・超音波ピーニング処理（UIT）工法 
  (副題) 溶接部疲労強度向上技術 
・ＮＤＲ工法 
 （副題）仮設用鋼製函体 
・ＦＯＲＣＡ（フォルカ）トゥメッシュ工法 
（副題）ガラスクロス付き連続繊維 FRP 格子筋（トウメッシュ）を用いたコンク

リートの剥落防止工法 
・Ｃ３Ｄによる極浅水域での３次元測深技術システム 
（副題）浅瀬水域での 3 次元測深・地形・構造物・水底面の底質性状(底質の硬

軟)調査 
・ヒュームフラップゲート 
  (副題) 簡易型逆流防止ゲート 
・地上型３Ｄレーザスキャナー空間情報計測システム 
 （副題）非接触型の地形・地物・構造物等の計測システム 
・ポリメタルスーパー 
（副題）強化金属樹脂複合排水管 

・パワーブレンダー工法 (粉体噴射方式)   
  (副題) 浅層･中層混合処理工 
・空中電磁法による地質調査  
 （副題）ヘリコプターを用いた、地表下～150m までの地盤の比抵抗３次元調査 
・グリットシーバー工   
（副題）野芝付ジオテキスタイル多自然護岸工 
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■ 平成 26 年度準推奨技術（新技術活用システム検討会議(国土交通省)） 
・プレガードⅡ   
（副題）プレキャストガードレール基礎 

・SqC ピア工法  
（副題）鋼管桟橋架設工法 

・セーフティークライマー工法 
（副題）急傾斜地掘削用機械「ケンファイター」による地山掘削・地山整形・既

設モルタルはつり 
・ソルコマット工法  
（副題）侵食防止ブロックマット  

 



・穿孔探査法（DRISS）   
（副題）油圧式削岩機（ドリルジャンボ等）の穿孔データを定量的に評価して切

羽前方地質を精密に探査する技術 
・耐摩耗性薄層舗装材「ドーロガード」 
（副題）コンクリート舗装のメタクリル樹脂系補修材料 

・自動追尾システム管理による水中基礎捨石均し工法  
（副題）重錘による機械施工均し及びGPSを使用しない簡便な光波式自動追尾（３

次元）での施工管理システム 
・ゲート駆動装置 Semflex-LP シリーズ  
（副題）最新技術を駆使して開発した新形の駆動装置 

・ハンドホール用配管取付の新工法ＰＬ工法 
（副題）モルタル・ボンドが不要で簡単で、綺麗に早く仕上げられるハンドホー

ルへのＦＥＰ管取付新工法 
・マルチ発電機[DGM シリーズ]   
（副題）三相・単相 3 線式電源の同時出力、各出力電源の残容量デジタル表示、

三相・単相ブレーカの遮断順序を選択できる発電機 

・パルテム・フローリング工法 
（副題）あらゆる断面に適用可能で、曲線区間の施工に適した管渠更生工法  

・ＰＡＬ-ＳＹＳＴＥＭ７ 
（副題）低騒音低振動 軟質・硬質地盤対応低空間掘削工法 

・Ｒ・ＳＫＴ（ロックスカット）工法 
（副題）ラフタークレーンのブームの先端に直接アースオーガを取り付け 

掘削削孔する工法  
・曲がり削孔工法  
（副題）既設構造物直下の高精度な曲線削孔工法 

・SJMM(ｴｽ･ｼﾞｪｲ･ｴﾑ･ｴﾑ)工法 
（副題）超高圧ジェット噴射撹拌工法 

・カナレックスＭＬ 
（副題）電力・通信ケーブル用地中埋設多条保護管 

・ SMM(ｴｽ･ｴﾑ･ｴﾑ)工法  
（副題）超高圧ジェット撹拌工法 

・ LDis(ｴﾙﾃﾞｨｽ)工法 
（副題）低変位高圧噴射撹拌工法 
 

 
＜添付資料＞ 

（別紙 1）平成 25 年度 新技術活用状況について 
（別紙 2）「推奨技術」「準推奨技術」の選定について 
（別紙 3）平成 26 年度 推奨技術概要 
（別紙 4）平成 26 年度 準推奨技術概要 
（別紙 5）「推奨技術」「準推奨技術」について 
（別紙 6）公共工事等における新技術活用システムについて（概要） 
 
（参考 1）平成 26 年度 推奨技術 
（参考 2）平成 26 年度 準推奨技術 
 

 3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度 

準推奨技術

参考 2



 平成２６年度準推奨技術 

技術名称 ： プレガードⅡ 

（副  題）：プレキャストガードレール基礎 

 

NETIS 登録№：SK-060003-V 

申 請 者 名：高知県コンクリート製品工業組合 

技 術 開 発 者：高知県コンクリート製品工業組合 

 

Ⅰ 技術の概要 

１．技術開発の背景及び契機 

 平成 11 年度に「車両用防護柵標準仕様・同解説」(日本道路協会)、道路土工―擁壁工

指針が改訂された。この結果、車両用防護柵が設置された擁壁構造については、以前の仕

様書では、擁壁に衝撃力が作用するが、衝突荷重を考慮する必要がなかった。しかし、改

訂では衝突荷重を考慮した設計が明記された。改訂により、プレキャスト L 型擁壁、ブロ

ック積擁壁、補強土壁、軽量盛土、既設用壁等へのガードレールの直接設置が従来方法で

は難しくなった。 このような背景から、全ての擁壁上にガードレールが設置できるよう

に、プレキャストの分離構造のガーレール基礎を開発した。 

２．技術の内容 

車両が直接擁壁上に設置されているにガードレールに衝突した場合、重力式擁壁やブロ

ック積擁壁等の無筋コンクリート構造物は，天端から下方へ 1.5m くらいの範囲でコンク

リートの曲げ引張応力が許容引張応力を超過する。プレキャストコンクリート L 型擁壁で

は，転倒，滑動に対する安全率が不足する。また、壁の応力度が許容応力度を超過する。 

土中埋め込み方式の場合は、車両が衝突した場合,擁壁に及ぼす影響が明確でなく設計法

が確立されていない。 テール・アルメ補強土壁での実験によれば，擁壁からガードレール

を 1.5m 以上離す必要がある。 

上記の技術的問題点の解決策として，カードレール基礎をプレキャスト化し，擁壁の天

端に並べて製品間を基準強度以上で連結して設置すれば，車両がガードレールに衝突する

際の衝撃力を広範囲に分散させ，擁壁への影響を緩和させることで基準書に規定されてい

る要求性能が満できる。このプレキャスト製品の形状と鉄筋配置方法、製品間の連結方法

について静的実物実験による検証と連結部を含む許容応力度による計算を実施することこ

でプレガードⅡを開発した。 

３．技術の効果 

・従来工法と比較して工期短縮が図れる（7 割以上短縮）。  
・ガードレール設置時に必要なボイド管、型枠が不要となり、廃棄物が減少する。  
・既存のプレキャスト L 型擁壁などの構造物が、現状のまま利用できる。  
・擁壁全面に足場設置が必要ない。  
・施工の省力化のため施工機械の半減などによる排ガス・エネルギー抑制  
４．技術の適用範囲 

・適用可能箇所：ガードレール種別が A 種、B 種、C 種である箇所  
・裏込土砂条件(標準)：単位体積重量 γ=20kN/m3、せん断抵抗角 φ=35° 

（異なる場合は ,別途設計）  
・支持地盤条件：摩擦係数 μ=0.6、許容  支持力 qd=100kN/m2 
・効果の高い適用場所：プレキャスト L 型擁壁・ブロック積み擁壁・補強土壁・軽量  

盛土部の上  



 

Ⅱ．写真・図・表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       写真-1 静的実験の状況     図-1 Ａ種実験による支柱の荷重－変位曲線  

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
写真-2 連結部の状況（コンクリート打設前）       写真-3 間知ブロックへの設置  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

写真-4 Ｌ型擁壁への設置              写真-5 補強土壁への設置  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （長崎県の事例）   （北海道の事例（トレーラーが衝突しても安全確認できた）） 
写真-6 ＢＣ種のプレガード上のガードレールに車が衝突し事故現場  
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